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＜用語・略称一覧表＞ 

 

 本文中の用語は、以下の意味で用いられるものとする。

 用語 内容 

対象不動産 

所在 豊中市野田町 

地番 １５０１番 

地目 宅地 

地積 ８７７０．４３平方メートル 

Ｘ鑑定評価書 

 

平成２７年１月１６日付不動産鑑定評価書（Ｘ鑑定業者発行、担当：Ａ

不動産鑑定士） 

Ｘ価格調査報

告書 

平成２７年４月２７日付価格調査報告書（Ｘ鑑定業者発行、担当：Ａ不

動産鑑定士） 

Ｙ鑑定評価書 

 

平成２８年５月３１日付不動産鑑定評価書（Ｙ鑑定業者発行、担当：Ｂ

不動産鑑定士） 

Ｚ鑑定評価書 

 

平成２８年８月１０日付不動産鑑定評価書（Ｚ鑑定業者発行、担当：Ｃ

不動産鑑定士及びＤ不動産鑑定士） 

Ｘ鑑定業者 Ａ不動産鑑定士が代表を務める鑑定業者 

Ｙ鑑定業者 Ｂ不動産鑑定士が経営する鑑定業者 

Ｚ鑑定業者 Ｃ不動産鑑定士が代表を務め、Ｄ不動産鑑定士が所属する鑑定業者 

連合会 公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 

森友学園 学校法人森友学園 

会計検査院報

告書 

会計検査院が平成２９年１１月に作成した会計検査院法第３０条の３の

規定に基づく報告書「学校法人森友学園に対する国有地の売却等に関す

る会計検査の結果について」 

不動産鑑定評

価基準 

国土交通省「不動産鑑定評価基準」（平成１４年７月３日全部改正、平成

１９年４月２日一部改正、平成２１年８月２８日一部改正、平成２６年

５月１日一部改正） 

不動産鑑定評

価基準運用上

の留意事項 

国土交通省「不動産鑑定評価基準運用上の留意事項」（平成１４年７月３

日全部改正、平成１９年４月２日一部改正、平成２１年８月２８日一部

改正、平成２２年３月３１日一部改正、平成２６年５月１日一部改正） 

価格等調査ガ

イドライン 

国土交通省「不動産鑑定士が不動産に関する価格等調査を行う場合の業

務の目的と範囲等の確定及び成果報告書の記載事項に関するガイドライ

ン」（平成２１年８月２８日、平成２６年５月１日一部改正） 

ガイドライン

の取扱いに関

する実務指針 

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 鑑定評価基準委員会「価格等

調査ガイドライン」の取扱いに関する実務指針（平成２６年９月。平成

２７年３月１８日修正） 



 

 

要説 

「要説不動産鑑定評価基準と価格等調査ガイドライン」（公益社団法人日

本不動産鑑定士協会連合会監修、鑑定評価基準委員会編著（２０１８年

５月２１日改題版第５刷（住宅新法出版）） 

 

 ＊本文中の下線部は、当委員会で付したものである。 
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本調査の概要 

 

１ 当委員会設置に至る経緯 

   公益社団法人大阪府不動産鑑定士協会（以下、「当協会」という。）は、森友学園へ

の国有地売却を巡って不動産鑑定評価書等の信頼性が問題として取り上げられたこと

から、その鑑定評価等の受任に至る経緯や評価過程並びにその成果品などを調査・検

討することにより、業界として解決すべき課題を提言し、今後の鑑定評価業務に活か

すとともに、国民の鑑定評価に対する信頼性の維持・向上を図ることを目的として、

当協会と利害関係を有しない外部の弁護士及び不動産鑑定士で構成する調査委員会

（以下「当委員会」という。）を設置し、本調査を依頼することとした。 

かかる依頼を受けた当委員会は、２０１９年１１月２２日から本調査を開始した。 

 

２ 調査主体 

   調査主体である当委員会の構成は、以下のとおりである。 

委員長 井上 圭吾 弁護士 アイマン総合法律事務所（大阪弁護士会所属） 

委 員 安部 将規 弁護士 アイマン総合法律事務所（大阪弁護士会所属） 

委 員 佐藤 紀彦 不動産鑑定士 株式会社資産管理評価研究所 

（一般社団法人 宮城県不動産鑑定士協会所属） 

委 員 伊藤 定幸 弁護士 荒井・今泉法律事務所（仙台弁護士会所属） 

不動産鑑定士 伊藤不動産鑑定事務所（一般社団法人 

宮城県不動産鑑定士協会所属） 

    当協会は、当委員会に調査方法等を一任し、当委員会は、調査報告書の客観性を保

つため、自らの判断で調査方法等を決定し、自らの起案権をもって本報告書を作成し

た。 

当委員会の構成員は、いずれも弁護士または不動産鑑定士である。各構成員はこれ

まで当協会とは利害関係を有していなかった者であり、当協会理事による面談を踏ま

え、当協会から選任されたものである。 

 

３ 調査目的・調査の範囲 

   本調査の目的及び調査の範囲は、以下のとおりである。 

① いわゆる森友問題に関連する以下の不動産鑑定評価（調査報告等を含む。以下、

同じ）の評価方法及び内容に関する調査検討 

 ア 平成２７年１月１６日付Ｘ鑑定評価書（担当不動産鑑定士Ａ） 

 イ 平成２７年４月２７日付Ｘ価格調査報告書（担当不動産鑑定士Ａ） 

 ウ 平成２８年５月３１日付Ｙ鑑定評価書（担当不動産鑑定士Ｂ） 
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 エ 平成２８年８月１０日付Ｚ鑑定評価書（担当不動産鑑定士Ｃ、Ｄ） 

② 前記①不動産鑑定評価等の受任者選定及び受任過程等に関する調査・検討 

③ 前記①②の調査・検討を踏まえた業務改善方策等の提言 

④ 調査報告書の作成、提出 

⑤ その他当委員会が必要と認めた事項 

  当委員会は、当協会から独立した立場で、当協会及びその会員並びにそのステーク

ホルダーのために、中立・公正で客観的な立場から調査・検討を行った。 

なお、本調査は、各鑑定評価書等にかかる関係者の法的責任や懲戒相当性等の有無

やその内容の検討等を目的とするものではないことを付言する。 

 

４ 調査の期間 

   本報告書に反映された調査の期間は、２０１９年１１月２２日から２０２０年５月

１３日までである。 

 

５ 調査方法 

   当委員会は、その判断の下、上記調査期間において、関係者に対する事情聴取等、

以下に記載した方法により、本調査の目的を達するに必要と考えられる調査を実施し

た。 

(1) 関係者に対する事情聴取等 

当委員会は、各鑑定評価書の作成者である不動産鑑定士に対しヒアリングを行い、

当委員会が抱いた鑑定評価書の疑問等について、直接質問し、また事実関係を把握

することが必要であると考え、当協会を通じて各鑑定評価書を作成した各不動産鑑

定士にヒアリングへの協力を依頼した。 

しかしながら、２名の不動産鑑定士にはヒアリングを実施したが、１名の不動産

鑑定士についてはその意向を踏まえ書面による質疑応答となった。１名の不動産鑑

定士は、ヒアリング依頼に対し書面及び面談のいずれにも応じる意思がないとのこ

とであったため、当委員会は不動産鑑定評価書の記載およびその他各種書面による

調査のみにとどめざるを得なかった。    

(2) 資料検討 

当委員会は、当協会から各鑑定評価書等、各種規程集、当協会が情報公開などに

よって取得した書類その他各種資料を入手し、その内容につき調査・検討を行った。 

(3) 質問状の送付 

当委員会は、各鑑定評価書等の作成経緯等を確認するため、当協会を通じてＸ鑑

定評価書、Ｘ価格調査報告書及びＹ鑑定評価書の依頼者である近畿財務局並びにＺ

鑑定評価書の依頼者である森友学園の当時の代表者に質問状を送付したところ、森

友学園の当時の代表者からは書面による回答が得られたが、近畿財務局からは調査
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期間内に回答はなかった。 

 

６ 調査の前提及び制限事項 

   本報告書の記載事項は、開示を受けた資料等が全て真正かつ完全な原本の正確な写

しであることを前提として、当委員会が委嘱事項に関して限られた時間内において実

施した調査の範囲内で判明したものに限定される。 

また本調査は、強制調査権限に基づくものではなく、当協会があらかじめ情報公開

制度等により入手した資料や関係者の任意の協力による事情聴取及び提供資料に基づ

いている。 

当委員会は、各鑑定評価書等の写しを受領し、これに基づき調査を行ったが、本報

告書は、各担当不動産鑑定士の懲戒相当性を検討するものではないことから、担当不

動産鑑定士等の名称を匿名としている。ただし、報告書の内容については、本報告書

の内容を理解するに必要な限度で具体的に記載している。 

本報告書を閲覧・利用される場合には、上記事項を十分に認識の上、自らの責任で

利用されたい。  
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提 言 

 

１ はじめに 

   不動産の価格を把握する方法としては、不動産鑑定評価額のほか、固定資産税評価

額、路線価、公示価格、基準地価格などがあるが、最終的な拠り所となるのは「不動

産の鑑定評価に関する法律」によって専門家として認められた不動産鑑定士が作成す

る不動産鑑定評価書による鑑定評価額である。その意味で、不動産鑑定評価額は社会

における通用性があり、不動産鑑定評価制度は社会におけるインフラであって、その

信用性を維持し、高めることが必要である。 

不動産鑑定制度を支える不動産鑑定士は、不動産鑑定制度の信用性を維持し高める

主体であり、依頼者との信頼関係を維持しつつ専門家として責務を果たすことが求め

られている。この二つの要請は、同調的な場合もあるが、対立的な要素も含んでいる。

依頼者との信頼関係を維持するために安易に依頼者の要望に応じることは、専門家と

しての責務に反する場合があり、この両者の緊張関係を自覚して職務を行うことが求

められている。 

当委員会の調査においては、依頼者プレッシャーの有無までは確認できず、また、

評価を担当した各不動産鑑定士において、依頼者の意向をどこまで汲み取り、忖度し

たのかを把握することはできなかった。しかし、本件の各鑑定評価書等に共通するの

は、何れも意図的とは断定できないが、依頼者側の意向に沿うかたちで鑑定評価書等

が作成され、結果として各成果品が依頼者に都合良く利用され、あるいは利用される

恐れがあったという現実である。それは、とりもなおさず、国有財産の賃貸、処分の

場面においては国民の利益に反し、大阪府私立学校審議会への提出の場面においては、

私立学校の経営に必要な財産の価格の把握を誤らせることになり、不動産鑑定評価制

度に対する国民・府民からの信頼を毀損する結果に繋がるものと言わざるを得ない。

不動産鑑定士が作成する鑑定評価書等は、眼前の依頼者や利用者を満足させるだけで

はなく、社会からも合理的であるとの評価を受けるものでなければならない。 

当然のことながら、不動産鑑定士が意図的に依頼者に迎合し、不当な鑑定評価等を

行うことは論外である。しかし、本件では、不動産鑑定士に悪意がないとしても、悪

意ある依頼者又は不動産鑑定制度の趣旨や価格等調査業務を正確に理解せず、あるい

は十分に理解しない依頼者が不動産鑑定士の作成した成果品の都合のよい部分のみを

利用しようとすることに対し、不動産鑑定士があまりにも無防備または慎重さを欠い

ていることが明らかになった。今回の国有地売却を巡って表面化した不動産鑑定上の

問題に関しては、個々の不動産鑑定士の問題あるいは近畿財務局や森友学園という依

頼者側の特異性に起因すると捉えるのではなく、不動産鑑定士が社会から求められて

いる専門性や責務について改めて問い直し、鑑定評価制度の土台となる社会的信頼を
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維持・向上させる契機として活かしていくべきと考える。そのような観点から、今般

の調査において、当委員会が検討した今後の方策または検討課題を次のとおり提言す

る。 

 

２ 当協会への提言 

当協会は、次項３記載の各事項について会員に周知しその理解を促すとともに、連

合会等と協力する等したうえ、以下の事項につき対応すべきである。 

(1) 依頼者・利用者等に対する不動産鑑定評価制度等についての理解促進 

原因が依頼者の悪意あるいは不案内等によるものであるかは別にして、依頼者が

不動産鑑定評価基準等に整合しない仕様に基づき鑑定評価書等の作成を不動産鑑定

士に依頼し、あるいは鑑定評価制度の趣旨を逸脱して鑑定評価書が依頼者に都合よ

く利用される場合があることに鑑み、当協会は、国や地方公共団体など鑑定評価書

を定期的かつ頻繁に利用する団体等に対し、不動産鑑定評価制度の趣旨や不動産鑑

定評価基準及び各ガイドライン等の内容の理解を促進するための活動を行い（例え

ば、上記団体宛ての要望書の提出、研修の実施、パンフレットの配布、受任者選定

手続における不動産鑑定士の関与等）、依頼者が不動産鑑定士に適切に鑑定を依頼し

あるいは鑑定評価書等を適正に利用するように、働きかけを行うべきである。 

(2) 鑑定評価の基本的事項や基本となる用語・概念等に係る統一的見解の提示 

独立鑑定評価ができる場合や買戻特約登記がされた不動産の鑑定評価のあり方等

のように鑑定評価の基本的事項であるにもかかわらず、これまで連合会等において

深く検討されてこなかった点が見受けられたこと、また、最有効使用の意味や地域

分析のあり方等のように不動産鑑定評価基準にある基本的用語・概念等につき異な

る見解が提示されるなどしたことを踏まえ、鑑定評価制度に対する信頼を確保する

ため、鑑定評価の基本的事項や基本となる用語・概念等について、当協会は、統一

的な見解を示すようにすべきである。 

(3) 依頼者ニーズに対する対応の検討 

当協会は、不動産鑑定士がどのような場合に不動産鑑定評価基準に則らない価格

等調査を行うことができるか（価格等調査ガイドラインⅠ.４）、あるいは想定上の

条件等を設定のうえ鑑定評価を行った場合において、当該条件が設定されない場合

の価格等の参考事項を記載すべきときがいかなる場合か（不動産鑑定評価基準総論

第９章第２節Ⅱ）等、依頼者ニーズの多様化に伴って生じる、鑑定評価または不動

産鑑定評価基準に則らない価格等調査の選択やそれらへの具体的対応、記載内容等

の課題につき、不動産鑑定士の採るべき対応を検討し、具体的な指針を策定すべき

である。 

(4) 利害関係などに対する不動産鑑定士の対応 

不動産鑑定評価制度は不動産の適正な価格形成に資するという公共的使命を有し
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ており、当該制度を支える不動産鑑定士は、良心に従い誠実に業務を行うことを求

められる（不動産の鑑定評価に関する法律第５条）。また、不動産鑑定士は、公平妥

当な態度を保持し、縁故もしくは特別の利害関係を有する場合等、公平な鑑定評価

を害する恐れのあるときには、原則として不動産の鑑定評価を引き受けてはならな

いとされ（不動産鑑定評価基準総論第１章第４節）、不動産鑑定士及び不動産鑑定業

者は対象不動産や依頼者、提供先等との利害関係等の有無及び内容を鑑定評価書に

記載することを求められている（同基準総論第９章第２節Ⅸ）。しかし、いかなる場

合に鑑定評価を引き受けるべきでないか、またいかなる場合に鑑定評価書に利害関

係等を有りと記載すべきかについては必ずしも明らかではない。 

本件では、国の審議会の委員に就任している不動産鑑定士が、当該審議会におい

て売却のため審議対象となった不動産につき売却後に購入者からの依頼により鑑定

を引き受けた事例が見受けられたが、当協会は、不動産鑑定評価に対する社会一般

の信頼と期待に応える観点から、上記事例のような場合を含め、いかなる場合に鑑

定評価の受任を見合わせるべきか、あるいはいかなる場合に鑑定評価書に利害関係

等を有りと記載すべきかを検討し、具体的な指針を策定すべきである。 

 

３ 不動産鑑定士の業務実施方法に対する提言 

不動産鑑定士は、価格等調査業務を引き受け、鑑定評価等を行うにあたっては以下

の事項につき遵守し、あるいは対応に努めるべきである。 

(1) 依頼者への慎重な対応 

不動産鑑定士は、依頼者が公的機関のように一般に信頼性が高いと考えられる者

であっても、依頼者が悪意あるいは不動産鑑定評価制度の趣旨や不動産鑑定評価基

準等を正確に理解しない等の原因により、不動産鑑定士が作成する成果品やその記

載の一部を自らに都合よく利用する可能性があることを常に念頭に置いたうえで、

慎重に価格等調査業務の受任及び鑑定評価等を行うべきである。 

(2) 価格等調査業務の受任に当たっての手続き遵守 

不動産鑑定士は、価格等調査業務を受任するにあたっては、不動産鑑定評価基準

及び価格等調査ガイドライン等の趣旨に則り、たとえ仕様書が交付される場合であ

っても、契約の締結前に、当該業務の目的と範囲等を具体的に確認の上確定し、依

頼者と「依頼書兼承諾書」及び「確認書」を授受することを徹底すべきである。 

(3) 価格等調査業務にかかる依頼目的・依頼背景の具体的な把握 

不動産鑑定士は、価格等調査を行うに際し、漫然と依頼者が説明する形式上の依

頼目的に基づき価格等調査を行うのではなく、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評

価と不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査のいずれが適切かを検討し、また、

依頼者及び鑑定評価書等の利用者の利用目的の実態に即して鑑定評価等の条件設定

を含む基本的事項の確定を行うことができるよう、依頼の背景を含めて依頼目的を
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詳細かつ具体的に把握するよう努めるべきである。 

(4) 鑑定評価書等において価格を記載することに対する専門職業家としての責任 

不動産鑑定士は、不動産鑑定士が作成する鑑定評価書や価格調査報告書に記載さ

れた価格が不動産鑑定の専門家が鑑定した価格として社会において利用され通用す

るものであることから、鑑定評価書や価格調査報告書に記載する価格については、

依頼者や利用者の誤解を生まないようにその価格の意味を明瞭に記載すべきである。 

(5) 鑑定評価基準等の遵守 

不動産鑑定士は、不動産鑑定士に対する信頼と期待に応えるため専門職業家とし

て細心の注意をもって、用語の使用方法や記載事項等を含めて不動産鑑定評価基準

や価格等調査ガイドライン等を遵守することを徹底すべきである。 

(6) 関与不動産鑑定士の利害関係の検討及び価格等調査業務受任の要件 

不動産鑑定士は、価格等調査業務を行うにあたっては、対象不動産や依頼者との

間で利害関係がないか慎重に検討し、仮に直接の利害関係がないとしても、不動産

鑑定士として中立の立場から公正・公平な鑑定評価を行うことが可能であるか、ま

た社会から見て公平性や公正性に疑義を持たれる懸念がないか、すなわち、鑑定評

価制度や不動産鑑定士に対する社会一般の信頼と期待に応えることができるかとの

観点から慎重に検討のうえ、鑑定評価の受任の可否を判断すべきである。 

 

以上 
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提言に至った理由の要旨 

 

１ 価格等調査業務の受任者選定及び受任の過程並びに価格等調査報告書の記載につい

て 

(1) 価格調査業務の受任について 

ア 問題点(価格等調査業務の受任者選定及び受任の過程等) 

近畿財務局は、対象不動産につき、平成 26年 11月 26日、見積り合わせの結果

を踏まえ、Ｘ鑑定業者に対し、事業用定期借地権(期間 10年間)を設定する場合の

最有効使用に基づく新規年額支払賃料の鑑定評価業務を委任し、これを受任した

Ｘ鑑定業者は、平成 27年 1月 16日付でＸ鑑定評価書を提出した。 

その後、近畿財務局は、平成 27年 4月 16日、Ｘ鑑定業者に対し,定期借地権(期

間 50 年間)を設定する場合の最有効使用に基づく新規年額支払賃料を鑑定評価す

ること及び当局が提示する｢地盤調査報告書｣のボーリング等調査結果に基づき鑑

定評価することの条件を変更追加した場合の正常賃料(年額)の価格調査報告書の

作成を委任し、これを受任したＸ鑑定業者は、平成 27 年 4 月 27 日付でＸ価格調

査報告書を提出した。 

そのうえで、近畿財務局は森友学園に対する対象不動産の賃貸に当たり、Ｘ価

格調査報告書の結果である正常賃料から公租公課相当額を控除するなどして貸付

料予定価格を決定し、その後平成２７年４月２８日に８回の見積り合わせを行っ

たうえで森友学園に対する貸付価格を決定した。しかし、不動産鑑定士が不動産

の価格等を調査するに当たっては不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価を行うこ

とが原則であることから、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査を行うこと

としたことの当否について検討する必要がある。 

イ 価格調査報告書で対応したことの妥当性 

Ａ不動産鑑定士は、本件においては、価格調査報告書によることができると判

断し、近畿財務局から不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査業務を受任し、

Ｘ価格調査報告書を作成した。かかる判断の理由について、Ａ不動産鑑定士は、「国

である機関」が発注するのであれば、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査

ができるものと判断したと説明している。 

しかし、価格等調査ガイドラインは、不動産鑑定士が不動産の価格等を調査す

るに当たっては、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価を行うことを原則として

いる。 

不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査が可能な場合は、価格等調査ガイド

ラインⅠ．４①～⑤の場合に限定されており、また、連合会ホームページの鑑定

評価制度の見直しＱ＆Ａでは、県市町村から公有財産処分のための評価を価格意
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見書で依頼があった場合は、依頼目的からみて、鑑定評価の信頼性向上のため、

原則として鑑定評価基準に則った鑑定評価で対応すべきと考えられる旨が述べら

れている。 

また、国が普通財産の貸付を行う場合、各種通達等に基づき、各財務局より不

動産鑑定士に対し賃料（貸付料）に係る価格等調査が依頼されることがある。こ

の場合において、各財務局が通達に示された所定の算定基準等に依り、自ら貸付

料を算定するのではなく、専門職業家たる不動産鑑定士に価格等調査の委任を行

うときは、国有・公有財産の使用や処分に伴うものとして、評価の結果が利用者

の判断に大きな影響を与えることが通常なのであるから、不動産鑑定士は安易に

不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査業務として引き受けるべきではない。 

したがって、本件において、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査が可能

か否かについては、単に、「国の機関」が発注するという点に依拠するのではなく、

慎重な検討が必要であったと考える。 

ウ 今後の取り組み 

今後は、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査を行うにあたっては、価格

等調査ガイドラインⅠ．４①～⑤のいずれの事項に該当するかについて検討する

ことによりそれが適切であるか具体的に検討すべきである。 

 

(2) 成果物の性格等に関する調査価格等の近傍への表記について 

ア 問題点(不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価とは結果が異なる可能性がある

旨の記載の欠如) 

Ｘ価格調査報告書には、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価とは結果が異な

る可能性がある旨の記載がないところ、その当否について検討する必要がある。 

イ Ｘ価格調査報告書の記載 

価格等調査ガイドラインが「不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価とは結果が

異なる可能性がある旨」を「調査価格等の近傍など分かりやすい場所に記載する」

ことを求めたのは、利用者は調査報告書の中で調査価格等が最大の関心事である

ところ、最も目に触れやすい調査価格等の近傍に注意喚起を促すことによって、

利用者による調査報告書の誤った解釈を防止する点にあると考えられる。   

     それゆえ、価格調査報告書においては「不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価

とは結果が異なる可能性がある旨」の記載は重要で、Ｘ価格調査報告書において

も、これを記載すべきであり、あわせて、価格等調査ガイドラインⅢ．３(5)に基

づき、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価との主な相違点及びその妥当性を記

載すべきであった。 

ウ 今後の取り組み 

今後は、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査報告書を作成するにあたっ
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ては、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価とは結果が異なる可能性がある旨を

記載することを徹底し、依頼者や関係者が鑑定評価による結果と等しい信頼性が

あると誤信して利用することのないよう、十分留意すべきである。 

   

(3) 「正常賃料」の記載について 

ア 問題点（調査価格等を「正常賃料」と記載したことの妥当性） 

Ｘ価格調査報告書の調査価格等は、鑑定評価の結果ではないが、「正常賃料」と

表記されているところ、かかる記載の当否について検討する。 

 イ Ｘ価格調査報告書の記載 

Ｘ価格調査報告書は、平成２７年４月２７日付で発行されたものであり、ガイ

ドラインの取扱いに関する実務指針によれば、賃料の価格等調査の場合には、鑑

定評価基準に定められる正常賃料と表記するのではなく、不動産鑑定評価による

賃料と誤認しない方法で記載するべきであった。 

Ｘ価格調査報告書が国有地賃貸借の際の賃料を決定するための資料とされた点

に鑑みると、仮に調査価格等を正常賃料以外の表記としていたならば、鑑定評価

によるべきか、あるいは不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査によるべきか

について、依頼者と受任者双方において検討する契機となった可能性があるよう

に思われる。 

ウ  今後の取り組み 

今後は、上記ガイドラインの取扱いに関する実務指針通り、鑑定評価基準に則

らない価格等調査においては、「正常価格」「特定価格」「正常賃料」等の鑑定評価

基準に定める価格等の種類の表示は行わないよう徹底し、依頼者や関係者が鑑定

評価による結果と誤解することのないよう、十分留意すべきである。 

 

(4) 小括～不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査における今後の留意点 

ア 不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査において、価格等調査ガイドライン

が上記(1)～(3)を求める趣旨は、いずれも利用者に不動産鑑定評価基準に則った

鑑定評価と誤解させないようにすることにあると考えられる。 

  そして、価格等調査ガイドラインが遵守されなければ、利用者による誤解の可

能性は高まることから、たとえ依頼者にとって不都合な記載であっても明記する

ことを徹底する必要がある。 

イ この点、会計検査院報告書５７頁は、近畿財務局がＡ不動産鑑定士に対して再

度価格等調査を依頼した理由を説明した経緯について、「その後、同月（※当委員

会注：平成２７年３月）に、森友学園から近畿財務局に対して、本件土地が地耐

力の劣る地盤であることを示すボーリング調査結果が提出された。これを踏まえ、

近畿財務局は、①本件土地が軟弱地盤であることは、国が１回目の予定価格決定
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のために行った鑑定評価業務の委任時には認識していなかった事実であること、

②１０年間の定期借地契約であっても売払い前提であり、学校の校舎という長期

間の使用に耐え得る建物の建設を目的とする実情があることなどの理由から、本

件土地が軟弱地盤であること及び長期間（５０年）の定期借地契約を前提とする

ことを鑑定評価条件に追加するなどして、同年４月１６日に不動産鑑定評価基準

に準拠した価格等調査業務を、随意契約により、１回目と同じ不動産鑑定業者に

委託した。」と記しており、価格等調査ガイドラインについては触れていない。 

  前記のとおり、Ｘ価格調査報告書には価格等調査ガイドラインに抵触すると考え

られる記載が複数あるところ、会計検査院が事後的に行った検証においてさえも、

価格等調査ガイドラインについて触れられていない。このことは、依頼者側にお

いては、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価と則らない価格等調査との峻別が

されておらず、価格等調査ガイドラインの存在及びその重要性について、いまだ

十分に周知されていない証左と考えられる。 

  したがって、価格等調査ガイドラインについては、その内容及び趣旨を依頼者や

利用者となるものに対し、十分周知するよう努める必要があると考える。 

ウ Ｘ価格調査報告書の作成年月日は平成２７年４月２７日で、価格等調査ガイド

ラインの取扱いに関する実務指針が改正され、正常賃料の記載が例外なく許され

なくなった同年３月１８日から１か月余り後であった。 

当委員会において確認したところ、ガイドラインの取扱いに関する実務指針の

改正は、直前期に、会員向けメールマガジンに掲載する方法、ないしは連合会が

発行する会員向け月刊誌に掲載する方法によるとのことであった。 

またガイドラインの取扱いに関する実務指針の改正前においては、鑑定評価基

準に則らない価格等調査でも正常価格等の記載がなされている例も少なくなかっ

たようである。 

このような背景事情により、Ｘ価格調査報告書の作成当時において、正常賃料

の記載が許されないことについて周知が徹底されておらず、その不遵守がやむを

得ないものであったとしても、少なくとも、今後は、上記(1)～(3)で示した価格

等調査ガイドラインやガイドラインの取扱いに関する実務指針の不遵守はいかな

る理由があっても許されないし、また今後、上記ガイドライン等につき改正がな

された場合、不動産鑑定士は速やかに改正に対応することが求められているとい

うべきである。 

 

２ 賃貸借期間５０年とする価格調査の依頼について  

(1) 問題点（依頼者の条件設定または変更に対する対応） 

近畿財務局は、Ｘ鑑定業者に対し５か月弱の間に、同一の不動産を対象として賃

貸借期間を１０年または５０年とする定期借地権を設定した場合の賃料につき鑑定
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評価等を依頼し、Ｘ鑑定業者はこれを受任している。しかし、近畿財務局は森友学

園に対し実際には期間５０年間の定期借地権を設定していない。Ａ不動産鑑定士は

Ｘ価格調査報告書の作成に当たり、近畿財務局が対象不動産の賃貸条件をどのよう

に設定すると認識していたのか、また短期間で賃貸借契約の条件が変更されたこと

についてどのように対応すべきであったのかを検討する必要がある。 

(2) Ａ不動産鑑定士の認識 

軟弱地層を含む地盤の状況を評価に反映させるために、変更の予定が無いにもか

かわらず期間５０年間の一般定期借地権を想定して鑑定評価や価格等調査を行うこ

とは、実現性がないことから通常は許されない。 

本件において、近畿財務局は、ボーリング調査の結果を賃料に反映させるため、

予定していた賃貸借条件とは異なる賃貸借期間５０年での価格等調査をＡ不動産鑑

定士に依頼した。他方、一連の記録上、期間５０年への変更予定がそもそもなかっ

た点をＡ不動産鑑定士が認識していたとまでは認めることはできない。 

(3) 依頼者が説明する前提条件等に対する不動産鑑定士の対応のあり方 

本件における経緯からは、依頼者が公的機関であっても、具体的予定の無い計画

変更を前提とした鑑定依頼をする可能性があることが明らかになった。 

したがって、たとえ依頼者が公的機関であっても、不動産鑑定士は鑑定評価の依

頼目的、条件及び依頼が必要となった背景について依頼者に明瞭に確認し、受任の

都度、依頼者に確認書を交付することを徹底し、依頼者に対して不動産鑑定におい

て想定上の条件を付すことは容易に許されるものではなく、利用者の利益を害する

おそれがないかどうかの観点に加え、実現性及び合法性の観点から妥当なものでな

ければならない点を周知するとともに、受任者である不動産鑑定士は、計画の設定・

変更の実現性及び合法性を判断するためのエビデンスを取得するよう、努めるべき

である。 

 

３ 仕様書及び鑑定評価書等における「最有効使用」の記載について 

(1) 問題点（不動産鑑定評価における「最有効使用」の定義） 

不動産鑑定評価基準において使用される「最有効使用」とは、その不動産の効用

が最高度に発揮される可能性に最も富む使用であり、賃貸借契約の条件に影響を受

けない更地としての使用方法を指すものであると解されることから、Ｘ鑑定評価書

及びＸ価格調査報告書並びにそれらを依頼した近畿財務局の仕様書に記載された

「最有効使用」の定義に問題はないか検討する。 

Ｘ鑑定評価書及びＸ価格調査報告書には、近畿財務局の仕様書の定義を受けて、

評価条件として以下の項目が挙げられ、「最有効使用」が定期借地権に基づく制約を

受ける条件下での概念として用いられている。 

【Ｘ鑑定評価書】 
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借地借家法第２３条の規定に基づく事業用定期借地権（下表※の前提条件）を

設定する場合の最有効使用に基づく新規年額支払賃料の評価を行う。 

   【Ｘ価格調査報告書】 

借地借家法第２２条の規定に基づく定期借地権（下表※の前提条件）を設定す

る場合の最有効使用に基づく新規年額支払賃料の査定を行う。 

  ※ 委員会注記…下表はいずれも略 

(2) 不動産鑑定評価基準における「最有効使用」の概念 

ア 不動産鑑定評価基準及び不動産鑑定評価基準運用上の留意事項において、「最有

効使用」とは、その不動産の効用が最高度に発揮される可能性に最も富む使用で、

最有効使用が可能な場合は、更地の経済価値に即応した価格とされていることか

ら、不動産鑑定評価及び価格等調査において用いられる「最有効使用」の意味は、

賃貸借契約の条件に影響を受けない更地としての使用方法を指すものであると解

される。 

  したがって、近畿財務局の各仕様書並びにＸ鑑定評価書及びＸ価格調査報告書に

おける「最有効使用」の使い方は鑑定評価基準に整合しておらず、相当ではない

と考える。 

イ なお、「最有効使用」の用法の違いが、最終的な鑑定評価額等に影響を与えると

は限らず、少なくとも本件においては鑑定評価額への影響は確認できなかった。 

しかし、個々の不動産鑑定評価は、精緻な分析と思索の積み上げにより構築さ

れる論理の体系であり、不動産鑑定評価基準に示された体系構築の手順を経て鑑

定評価額等が導かれる以上、重要な概念に安易な拡大解釈を許容してしまうと、

結論自体が説得力を失うことになる。 

(3) 当委員会の理解についての検討 

不動産鑑定評価基準に基づく「最有効使用」の概念に対する当委員会の見解は上

記のとおりであるが、Ａ不動産鑑定士は、当委員会の考え方とは異なる旨の見解を

示している。 

当委員会は、その設置の目的から明らかなように、不動産鑑定評価基準上の概念

について統一的解釈を示す目的で設置されたものではなく、またこれを示すにふさ

わしい立場にあるものではない。しかし、不動産鑑定評価基準は、不動産鑑定士が

不動産の鑑定評価を行うに当たっての統一的基準であり、不動産鑑定評価基準上の

基本的な概念が多義的に使用されることは好ましくないことから、不動産鑑定評価

基準における「最有効使用」の定義について、当協会において当委員会の見解につ

き検討の必要がある、あるいは統一的見解を示す必要があると判断される場合には、

連合会と協議する等したうえ、その検討結果を公表されたい。 
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４ 契約条件（借地期間等）の変更と地域分析の関係について 

(1) 問題点（地域分析のあり方） 

Ｘ鑑定評価書及びＸ価格調査報告書とでは、対象不動産の地域分析において、「環

境条件及び将来の動向」及び「標準的使用」が異なる内容となっているが、同一価

格時点における同一不動産の鑑定評価等において異なる内容の地域分析結果となる

ことが相当であるか、地域分析のあり方を検討する必要がある。 

(2) 地域分析のあり方 

ア Ｘ価格調査報告書は、「⑤標準的使用及び標準画地」において、標準的使用判定

の理由として、「近隣地域の特性を総合的に分析・検討した結果、期間５０年の利

用では商況の変化で撤退の意思判断が早い（注 1）商業施設は需要が低く、『住宅』

用途の需要が勝ると考えられることから標準的使用は『共同住宅』と判断し」た

とする（注１は省略）。 

すなわち、Ａ不動産鑑定士は、「標準的使用」については、前述の「最有効使用」

と同様、事業用定期借地と一般定期借地の別や賃貸借契約の期間の長短によって、

変容することを前提としている。    

イ この点に関し、当委員会としては、不動産鑑定評価基準総論第３章第３節個別

的要因Ⅰ土地に関する個別的要因１．宅地、（１）住宅地、（２）商業地、（３）工

業地において、いずれも「公法上及び私法上の規制、制約等」と記載され、私法

である借地借家法は、個別的要因として検討すべきとされていることからして、

地域の「標準的使用」は、賃料評価の場合であっても賃貸借契約の内容に影響を

受けないと理解すべきと考える。 

  また、上記の不動産鑑定評価基準の規定からも、近隣地域の地域的特性・標準

的使用は、売買契約・賃貸借契約など私人間における契約条件とは無関係に定ま

るものであり、一般定期借地・事業用定期借地の別、あるいは賃貸借契約期間の

長短によって、影響を受けないものであると解釈するのが素直であると思われる。 

同一価格時点における同一不動産の価格等調査にもかかわらず、同一鑑定士が

作成した２通の成果品における地域分析・標準的使用の内容が異なることは、利

用者を迷わせ、ひいては依頼者にとって都合良く利用される要因になりかねない。 

   したがって、当委員会としては、Ｘ鑑定評価書及びＸ価格調査報告書において、

「環境条件および将来の動向」や「標準的使用」について異なる内容を記載し、

これに基づき鑑定評価または価格調査が行われていることは不動産鑑定評価基準

等に照らして相当でないと考える。  

ウ なお、売買市場と賃貸借市場はそれぞれ異なる市場特性を有することからして、

新規地代の地域分析に当たっては、更地の鑑定評価における地域分析と新規地代

固有の価格形成要因としての地域分析は、鑑定評価書等において、それぞれ峻別

して分析が行われるべきと考える。 
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   もっとも、Ｘ鑑定評価書及びＸ価格調査報告書では、両者の地域分析が未分化

で、両者の関連と相違について明確にされていない。 

仮に、両者がＸ鑑定評価書及びＸ価格調査報告書において峻別して分析がなさ

れていれば、利用者の判断を迷わせるおそれはなかったし、不動産鑑定評価基準

上も問題なかったと考える。 

(3) 当委員会の理解についての検討 

不動産鑑定評価基準に基づく「地域分析」や「標準的使用」の概念に対する当委

員会の見解は上記のとおりであるが、Ａ不動産鑑定士は、当委員会の考え方とは異

なる旨の見解を示している。 

前記のとおり、当委員会は不動産鑑定評価基準上の概念について確定的な解釈を

示すことはできないことから、不動産鑑定評価基準における「地域分析」のあり方

や「標準的使用」の概念について、当協会において当委員会の見解につき検討の必

要がある、あるいは統一的見解を示す必要があると判断される場合には、連合会等

と協議する等したうえ、その検討結果を公表されたい。 

  

５ 鑑定評価額のほかに意見価額の記載があることについて 

(1) 問題点(鑑定評価書における意見価額の記載) 

Ｙ鑑定評価書においては、個別的要因につき想定上の条件（地下埋設物の存在を

価格形成要因から除外）を設定して、鑑定評価額を正常価格９億５６００万円とす

る一方で、付記意見として、上記想定上の条件を設定しないで意見価額を１億３４

００万円としている。 

依頼者である近畿財務局は、結果的には上記意見価額１億３４００万円と同額で

本件土地を森友学園に売却した。 

そもそも森友学園への売却代金１億３４００万円の相当性が問題となるが、不動

産鑑定との関係では、鑑定評価書において鑑定評価額以外に意見価額を記載したこ

とが相当であったかが問われる。 

(2) 意見価額を記載することができる場合 

本件では、近畿財務局は地下埋設物撤去概算額を考慮して鑑定評価を行うことを

求めたが、Ｂ不動産鑑定士は確認書の段階で地下埋設物は考慮外とすることを近畿

財務局と合意し、鑑定評価書においても、地下埋設物を考慮外とするとの想定上の

条件を設定して、その条件設定の妥当性を示して鑑定評価額を記載しながら、鑑定

評価書の末尾において付記意見として想定上の条件を設定しない意見価額を記載し

た。 

会計検査院報告書８２頁によると、Ｂ不動産鑑定士は、会計検査院に対して、「必

要があると認められるときは、当該条件が設定されない場合の価格等の参考事項を

記載すべきである」ことから、意見価額を記載したと説明しているようである。当
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委員会では、Ｂ不動産鑑定士や近畿財務局から説明を受けることができなかったこ

とから、意見価額を記載したＹ鑑定評価書の作成過程において近畿財務局から何ら

かの依頼者プレッシャーが働いたのか、働いたとしてどの程度の依頼者プレッシャ

ーがあったのかについては、明確にならなかった。 

不動産鑑定評価基準総論第９章第２節Ⅱによれば、「必要があると認められるとき」

には「当該条件が設定されない場合の価格等の参考事項を記載すべきである」とさ

れている。この基準の解釈を明確にしたものを見つけることができなかったが、以

下の考え方があるのではないかと思われる。 

   【考え方①】 

 条件が設定されない場合の価格等を記載できるのは、「必要があると認められ

る場合」に限られ、「必要があると認められる場合」とは、客観的に記載の必要

性が認められる場合であり、依頼者が記載を求めるだけでは足りない。 

【考え方②】 

不動産鑑定士が行う価格調査には不動産鑑定評価基準に基づくものもあれば、

同基準に基づかないものもあり、意見価額を記載することは、依頼者のニーズ

がある以上、「必要があると認められるとき」に該当し許される。 

(3) 意見価額を記載することの妥当性 

 上記不動産鑑定評価基準の「必要があると認められるときは、当該条件が設定さ

れない場合の価格等の参考事項を記載すべきである」との定めにつき、上記①②の

いずれの解釈が正しいか、あるいはその他の解釈を採るべきかについて、当委員会

は判断すべき立場にはなく、今後、当協会や連合会等において検討されるべきこと

である。 

しかし、不動産鑑定評価の専門家である不動産鑑定士が作成する不動産鑑定評価

書に記載される不動産の価格は、社会においては不動産価格を判断するための最終

的な拠り所とされ、適正な価格として通用している。そのような社会における信用

性を勘案した場合、不動産鑑定評価書に不動産鑑定士が正当な価格と認める鑑定評

価額を記載する以外に意見価額を記載することは、価格に関する誤解を招き、不動

産鑑定制度の信頼性維持のためには相当ではないと考える。このことは、価格等調

査ガイドライン（Ⅰ．４「不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価と則らない価格等

調査との峻別等」）において、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査ができる場

合を限定的に解していることからも根拠づけられる。 

(4) Ｙ鑑定評価書に意見価額を記載したことの妥当性 

 鑑定評価書に意見価額を記載することの一般的な妥当性は上記のとおりであるが、

上記で①②いずれの考え方をとっても、Ｂ不動産鑑定士が鑑定評価書に意見価額を

記載したことの妥当性については、疑問がある。 

 会計検査院報告書８１頁によれば、Ｂ不動産鑑定士は、依頼者が提示した地下埋
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設物撤去・処分概算額には依頼者側の推測に基づくものが含まれ、調査方法が不動

産鑑定評価においては不適当であったことなどから、「他の専門家が行った調査結果

等」としては活用できなかったという。つまり、不動産鑑定士から見て上記概算額

は信用性に欠けるということである。そうであったなら、依頼者の要望により意見

価額を記載するとしても、専門家である不動産鑑定士が作成する鑑定評価書の信頼

性を確保するため、地下埋設物撤去・処分概算額は依頼者が提示したものであると

するだけではなく、不動産鑑定士として認識した内容（信用性に欠ける部分がある

旨）も明記すべきであったと考えられる。 

(5) 意見価額が予定価格決定にあたり与えた影響 

近畿財務局における対象不動産の売却手続を全体的にみれば、意見価額がそのま

ま予定価格として決定されたとは認められないものの、予定価格の決定に意見価額

が大きな影響を与えたことは明らかである。Ｙ鑑定評価書に意見価額の記載がなけ

れば、近畿財務局は予定価格を 1 億３４００万円とする根拠がなく、当該価格で対

象不動産を売却することはできなかったのではないかと推測される。意見価額は、

予定価格の決定に「利用」されたと考えられるのである。 

(6) 不動産鑑定士の姿勢 

  Ｂ不動産鑑定士としては、自らが作成した不動産鑑定評価書に記載した意見価額

が上記のように近畿財務局に利用されることは想定外のことであったかもしれない。 

しかし、不動産鑑定士が鑑定評価書に記載した価額は、たとえそれが鑑定評価額

ではない、参考事項としての記載であっても、不動産の価額としての信用性が高く、

不動産鑑定士の意図を離れて利用されることがあることを想定すべきである。不動

産鑑定評価書の利用者は、不動産鑑定士と同じような専門的知識を有しているもの

ではなく、鑑定評価書に記載された価格に安易に依存する可能性があるのである。 

鑑定評価書に記載されたすべての価格は、不動産鑑定士の意図を離れて利用され

る可能性があり、それによって鑑定評価書の利用者の利益を害するおそれがあるこ

とから、不動産鑑定士は悪意ある依頼者に対し無防備であってはならず、また、不

動産鑑定評価制度や不動産鑑定評価基準について正確な認識を有しない依頼者に対

しては必要な注意を怠らず、慎重な態度で臨むべきであって、不動産鑑定士が正当

と認める鑑定評価額以外の価格の記載には慎重であるべきである。 

(7) 今後の取り組み 

前述のとおり、価格等調査ガイドラインが、鑑定評価基準に則らない価格等調査

につき、対応方針を具体的に示しているのに対し、鑑定評価額とは異なる、条件を

設定しない場合の価格等の参考事項の記載には、明確な対応方針が示されておらず、

その取扱いが曖昧なまま残されている。当協会や連合会等において、その意味を検

討し、明らかにすべきである。 
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６ 鑑定の依頼目的の確認及び対象確定条件の設定について 

(1) 問題点(Ｚ鑑定評価書における利用目的及び対象確定条件等の記載) 

Ｚ鑑定評価書において、対象確定条件は、「対象不動産の価格時点当時の現況は「瑞

穂の國記念小學院校舎」が建設工事中であるが、当該建物等の定着物がなく、かつ

所有権を制約する諸権利が付着していない更地としての鑑定評価（独立鑑定評価）

を行う。」ものとされている。 

また、Ｚ鑑定評価書には、鑑定評価の依頼目的として「資産評価の参考とするた

め」とされ、依頼者以外への提出先は「大阪府、公認会計士」とされている。 

しかし、対象不動産は小学校の用地として使用されることが予定されていたとこ

ろ、資産評価の参考とするために独立鑑定評価を行ったことが相当であったか検討

する必要がある。 

(2) 独立鑑定評価を行うことの妥当性 

森友学園の資産評価の具体的な目的に照らせば、対象不動産について、更地とし

ての鑑定評価（独立鑑定評価）を行うことが適切であったかは疑問が残る。 

仮に大阪府の審査の資料となる資産評価の参考とするための鑑定評価であれば、

森友学園の資産評価を正しく行うためには、建物を含めた鑑定評価、あるいは土地

のみであれば部分鑑定評価とするのが適切でないか検討されるべきであり、独立鑑

定評価を行うことについては慎重に判断されるべきであったと考えられる。 

なお、大阪府が私立小学校設置認可等に関する審査基準において負債割合に関す

る基準を設けた理由は、小学校経営の公共公益性に鑑み、私立学校法２５条第１項

に基づき経営主体に係る財務の健全性を確認するためであると考えられる。そうす

ると、後述のとおり対象不動産を指定用途に供することを義務付ける等の内容を有

する買戻特約及び土地上に建設工事中の建物の存在を前提としなければ、土地部分

の適切な市場価値（換価価値）を把握できないのであって、本件において独立鑑定

評価は現実及び利用目的に即した評価とは言い難いと当委員会では判断しているこ

とを付言する。 

したがって、Ｃ不動産鑑定士及びＤ不動産鑑定士は、本鑑定評価の依頼を受ける

にあたり、対象不動産の状況からすれば、具体的にどのような依頼背景のもとどの

ような利用目的で鑑定評価を行い、なぜ不動産鑑定評価書が必要となるのか詳細に

聴取すべきであったと考えられる。 

(3) 当委員会の理解についての検討 

不動産鑑定評価基準等は、現実とは異なる対象確定条件を設定する場合には利用

者の利益を害するおそれがないことを要件の一つとしている以上、依頼背景となっ

た事情を詳細に確認して利用者の利益を害するおそれがないか検討し、不動産鑑定

評価基準等との整合性を確保したうえで鑑定評価を行うことが重要であり、たとえ

会計上の必要があるとの説明があったとしても依頼者の要請に安易に応じて独立鑑
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定評価を行うことは許されないというべきであり、仮にそのような実務上の慣行が

あったとすればそれは改められる必要がある、と当委員会は考える。 

当協会において当委員会の見解を含め独立鑑定評価を行うことができる場面を明

確にする必要があると判断される場合は、連合会と協議する等したうえ、その検討

結果を公表されることを期待する。 

   

７ 買戻特約付き不動産の鑑定評価について 

(1) 問題点（買戻特約の記載） 

対象不動産には、森友学園への所有権移転、買戻特約(売買代金１億３４００万円)

及び抵当権設定の各登記が同日付でされている。しかし、Ｚ鑑定評価書には、所有

権以外の権利についての記載がないためか、買戻特約に関する記載はなく、また鑑

定評価において上記売買価格や買戻価格が考慮されたことをうかがわせる記述はな

い。鑑定評価にあたってこれらについて考慮すべきでなかったかを検討する必要が

ある。 

(2) 鑑定評価書における買戻特約の記載 

 買戻特約の有無について、当委員会で調査した限りでは、鑑定評価書にこれを記

載すべきか、また、どのように評価すべきかについて明確に論じた文献等は見当た

らなかった。 

ただし、本件において、Ｚ鑑定評価書は、対象不動産について独立鑑定評価を行

っているところ（その当否については前記のとおり）、これを前提とすれば、売買契

約において付された指定用途の遵守義務は鑑定評価において考慮しないとしても、

直ちに不合理ではないと思料される。 

したがって、Ｚ鑑定評価書において、所有権以外の権利の記載がなく、また買戻

特約についての記載がないことは、そのこと自体が直ちに不合理とはいえないと考

える。 

なお、鑑定評価書の利用目的や提出先の如何によるところであるが、利用者に評

価の前提条件を認識してもらうためには、独立鑑定評価を行う場合であっても、買

戻特約の存在及びこれを考慮していないことを記載すべき場合もあると考えられる。 

また、前記のとおり、買戻特約が付された不動産の鑑定評価を行う場合に、その

有無を鑑定評価書に記載する必要があるか、またどのように鑑定評価において考慮

すべきかについては、従前明確に議論されていなかったと思われる。本件を契機と

して、当協会や連合会等において、あるべき鑑定評価のあり方について検討し、検

討結果を公表されることを期待する。 

(3) 専門職業家としての鑑定評価における買戻特約があることに対する注意 

不動産鑑定評価基準総論第１章第４節は、「不動産鑑定士は、不動産の鑑定評価を

担当する者として、十分に能力のある専門家としての地位を不動産の鑑定評価に関
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する法律によって認められ、付与されるものである。したがって、不動産鑑定士は、

不動産の鑑定評価の社会的公共的意義を理解し、その責務を自覚し、的確かつ誠実

な鑑定評価活動の実践をもって、社会一般の信頼と期待に報いなければならない。」

としたうえで、不動産鑑定士の責務として「（４）不動産の鑑定評価に当たっては、

専門職業家としての注意を払わなければならない。」とする。 

Ｚ鑑定評価書による対象不動産の鑑定評価額は１３億円とされているところ、比

較的直近の対象不動産の売買価格が１０分の１程度であったことについて、鑑定評

価に影響を及ぼすべき何らかの事項がないか専門職業家として慎重に検討すべきで

あったと考えられる。 

専門職業家としての不動産鑑定士としては、自ら評価した結果である鑑定評価額

と直前の売買価格及び買戻価格が著しく乖離していることを容易に認識し得た以上、

その原因について慎重に調査検討し、仮にその乖離に合理的な理由があると判断さ

れる場合には、鑑定評価書において、対象不動産の権利の確認等の項目に前提条件

を記載する、あるいは当事者間で事実の異なる主張がある場合にはその事実につい

て言及すべきであったと考えられる。 

また、本件においては、買戻特約は用途制限に違反することが該当行為の一つと

予測され、評価主体である不動産鑑定士もそれを推測していたにもかかわらず、鑑

定評価の前提条件に大きな影響を与えかねない当該事項が十分に調査されていない

こと、買戻特約が行使される該当行為を把握したうえで、評価上、それをどのよう

に扱うか、方針を明示すべきであるのに、十分な説明責任を果たさずに独立鑑定評

価を行ったことは相当でなかったと判断される。 

 

８ 地下埋設物の有無に対する言及について 

(1) 問題点（地下埋設物に関する記載の欠如）    

Ｚ鑑定評価書には、土地の個別的要因に、「地下埋設物の有無及びその状態」の記

載がされていない。 

このため、鑑定評価を行うにあたって、地下埋設物の有無を確認したか、あるい

はその有無を考慮したかは鑑定評価書の記載からは判読することができないところ、

かかる鑑定手法及び鑑定評価書の相当性について検討する必要がある。 

(2) Ｚ鑑定評価書の記載について   

 Ｃ不動産鑑定士及びＤ不動産鑑定士は、近時において自らが作成する鑑定評価書

においては「埋蔵文化財及び地下埋設物の有無及びその状態」に関する記述を必ず

行っているが、Ｚ鑑定評価書作成当時は書式の統一ができておらず、Ｚ鑑定評価書

に「地下埋設物の有無並びにその状態」の項目を記載しなかったのは、Ｚ鑑定評価

書作成にあたって使用した過去の鑑定評価書の様式にその項目がなかったためであ

り、あえて記載を省略したものではないとする。また、対象不動産については土壌
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汚染や埋蔵文化財の有無については豊中市役所に赴くなどして調査検討したとのこ

とであり、その結果は鑑定評価書に記載されているが、地下埋設物の有無について

は依頼者からの聞き取りを含め特段の調査をしていないとのことであった。 

 しかし、「地下埋設物の有無及びその状態」は、不動産鑑定評価基準や鑑定評価書

の記載例からして記載すべき事項であり、実質的にも、土地の価格に大きな影響を

及ぼす要因であり、不動産鑑定士はこれを調査し、その結果を記載すべきである。 

対象不動産に地下埋設物が実際に存在しているか、またその内容はどのようなも

のであるかについて当委員会において確定的な見解を述べるものではないが、仮に

地下埋設物の有無やその状態の調査が困難である場合やこれを鑑定評価において考

慮しない場合には、その旨を想定上の条件、もしくは調査範囲等条件に記載するこ

とが必要であったと考える。 

(3) 今後の取り組み 

前記の買戻特約の記載についても共通するところであるが、これらの記載すべき

項目の記載が適切になされていたとすれば、鑑定評価書に対する不信が生じる結果

は回避できた可能性がある。不動産鑑定士においては、改めて鑑定評価書の記載事

項について不動産鑑定評価基準に則り細心の注意を払うことを期待する。 

 

９ 対象不動産に関与した不動産鑑定士による鑑定評価の是非について 

(1) 問題点（審議会の委員である不動産鑑定士による鑑定評価） 

 Ｚ鑑定評価書においては、「関与不動産鑑定士及び関与不動産鑑定業者の対象不動

産に関する利害関係又は対象不動産に関し利害関係を有する者との縁故若しくは特

別の利害関係は、いずれもない」とされている。 

(2) 公平な鑑定評価及びその期待と信頼の確保維持 

 一般論として、ある不動産が検討対象となる審議会等において不動産鑑定士が委

員を務め、委員在任期間中に当該不動産が審議の対象となった場合において、同審

議会において当該不動産の価格が審議対象とされていないときは、後日、当該不動

産鑑定士が当該不動産に対する鑑定評価を行うこととなったとしても、常に公平な

鑑定評価を害するとまではいえないと考えられる。 

しかし、審議会等の委員を務める不動産鑑定士が審議の対象となった不動産の鑑

定評価の依頼を受けた場合、安易に鑑定を引き受けることなく、依頼者及び鑑定評

価書の利用者に疑念を抱かせるおそれがないか、また、不動産鑑定評価に対する社

会一般の信頼と期待に報いるものであるか、さらに中立的な鑑定評価の実施が可能

かといった観点から慎重に検討を重ね、何らの問題がないと判断された場合にのみ

鑑定評価を行うことが望ましいと考える。 

(3) Ｃ不動産鑑定士による鑑定評価の法令等違反について 

 本件において、Ｃ不動産鑑定士は、対象不動産それ自体について何らかの権利を
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有する等の利害関係を有するものではない。 

また、国有財産近畿地方審議会においては、国有財産の売払いや貸付けを行うに

あたってその相手方や方法が審議対象となるものであり、売買価格や貸付価格等の

条件については審議の対象となっていない。国による不動産譲渡の原則に従い、別

途、不動産鑑定士の鑑定評価に基づいた時価で売却し、あるいは貸し付けることと

されている。 

対象不動産についても、第１２３回審議会においては森友学園に対して、買受特

約付の定期借地契約を行うことについて審議されているものの、価格については審

議対象となっていない。 

したがって、国有財産近畿地方審議会の委員であるＣ不動産鑑定士が同審議会に

おいて審議の対象となった不動産について後日不動産鑑定評価を行うことが、直ち

に公平な鑑定評価を害する恐れがあるとはいえないというべきである。 

また、Ｃ不動産鑑定士が国有財産近畿地方審議会の委員であり、同審議会におい

て対象不動産の貸付及び売払いが審議対象となったとしても、不動産鑑定評価書に

おいて記載すべき利害関係はないと考えられる。 

したがって、Ｃ不動産鑑定士が本件鑑定評価を引き受け、鑑定評価を行ったこと

は、不動産の鑑定評価に関する法律や不動産鑑定評価基準に明確に反するものでは

ないと考える。 

(4)  利用者及び社会一般の信頼と期待に対する不動産鑑定士の姿勢 

 Ｃ不動産鑑定士によれば、対象不動産が上記審議会において審議されたことは、

平成２９年２月にいわゆる森友学園問題がマスコミ等において取り上げられたこと

で初めて認識したとのことである。 

しかし、国有財産近畿地方審議会の委員であったＣ不動産鑑定士が国による売払

いの後といえども、森友学園から依頼を受けて不動産鑑定評価を行ったことは、鑑

定評価書の利用者や社会一般の信頼と期待に疑念を抱かせる可能性がある。 

したがって、本件において、Ｃ不動産鑑定士としては、かかる鑑定評価を行うこ

とは鑑定評価書の利用者や社会一般に対する信頼確保の観点から慎重に検討すべき

であったのであり、安易に鑑定評価を引き受けるべきではなかったと考える。 

(5) 今後の取り組み 

 不動産の鑑定評価に関する法律や不動産鑑定評価基準等は、不動産鑑定士が公務

員として取り扱った事件等について後日業務を行うことについて明確な規定を設け

ておらず、同基準総論第１章第４節「不動産鑑定士の責務」（５）も、「自己の能力

の限度を超えていると思われる不動産の鑑定評価を引き受け、又は縁故若しくは特

別の利害関係を有する場合等、公平な鑑定評価を害する恐れのあるときは、原則と

して不動産の鑑定評価を引き受けてはならないこと。」とし、要説２６４頁も「依頼

目的によっては、利害関係等の範囲や内容によって鑑定評価の受託を見合わせるべ
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き場合もある」とするのみである。また、不動産鑑定士及び不動産鑑定業者は対象

不動産や依頼者、提供先等との利害関係等の有無及び内容を鑑定評価書に記載する

ことを求められている（同基準総論第９章第２節Ⅸ）が、どのような利害関係があ

る場合に鑑定評価を引き受けてはならないか、また、いかなる場合に鑑定評価書に

利害関係等を有りと記載すべきかについては必ずしも明らかではない。 

本件におけるＣ不動産鑑定士が鑑定評価を行ったことに対する当委員会の意見は

前項記載のとおりであるが、不動産鑑定士が鑑定評価を見合わせるべき場合がどの

ような場合であるか、個々の不動産鑑定士が日々の業務の中で正確に判断するため

にはさらに詳細な基準等が設けられることが望ましい。 

連合会や当協会において、例えば、国や地方公共団体の審議会等の委員に就任し

ている不動産鑑定士は、仮にその審議会等においては価格について審議するもので

はなかったとしても、審議対象となった不動産については、社会一般の信頼と期待

に応えるため、鑑定評価の受任を見合わせるべきである、といった具体的な指針を

検討することを期待する。 

以上 
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